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1．       の連結業績 (           ～           )18年 3月 期 平 成17年 4月 1日 平 成18年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期      152,899     0.2       3,283   △10.3       3,035    △9.6

17年 3月期      152,638     0.7       3,660    16.4       3,355    15.9

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期        2,007    44.5         18.31         18.08    12.1     4.9     2.0

17年 3月期        1,388    11.3         12.73         12.49     9.8     5.7     2.2

(注 )1.持分法投資損益 18年 3月 期 百万円 17年 3月 期 百万円－ －
2.期中平均株式数(連結) 18年 3月 期    107,320,403株 17年 3月 期    106,583,920株
3.会計処理の方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

      65,049       18,370     28.2        170.2418年 3月期

      58,506       14,720     25.2        137.2317年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 18年 3月 期    107,660,075株 17年 3月 期    107,038,202株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
       1,226      △1,213          265       3,02918年 3月期

17年 3月期        1,087        △273       △1,333        2,725

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   12     0     0

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    2     1     0     0

2．      の連結業績予想 (           ～           )19年 3月期 平 成18年 4月 1日 平 成19年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期       82,000        2,200        1,700

通 期      167,000        3,800        2,500

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          23円 22銭

1.金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
2.当 資 料 に 記 載 し て い る 見 通 し の 数 値 は 、 当 社 が 現 在 入 手 可 能 な 情 報 か ら 判 断 し た も の で あ り 、 経 済
　 情 勢 な ど の 動 向 に よ り 変 動 す る 場 合 が あ り ま す の で ご 承 知 お き 下 さ い 。



1. 企業集団の状況

　当企業集団は株式会社極洋(当社）及び連結子会社12社、関連会社2社により構成され、水産商事事業、加工食品事業、

物流サービス事業、漁撈事業を主として行っています。

　　各事業における当社グループの位置付けは次のとおりです。

　　なお、下記の事業区分は、事業の種類別セグメント情報の区分と同一です。

・水産商事事業　　　当社及び極洋商事㈱他において水産物の買付・販売を行っています。 

・加工食品事業　　　当社及び極洋食品㈱他において冷凍食品の製造、買付・販売及び缶詰等の加工食品の販売を行っ

　　　　　　　　　　ています。

・物流サービス事業　キョクヨー秋津冷蔵㈱他において冷蔵倉庫業及び海上運送業を営んでいます。

・漁撈事業　　　　　極洋水産㈱において水産物の漁獲を営んでいます。

・その他事業　　　　キョクヨー総合サービス㈱他において保険代理店業等を営んでいます。

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。

（注）１．加工食品事業に区分していました㈱八戸シーフードは平成17年12月16日解散を決議し、平成18年3月20日清算
結了しました。

　　　２．当連結会計年度においてK&U Enterprise Co.,Ltd.及び青島極洋貿易有限公司を新たに設立出資したことによ
り、当連結会計年度より連結子会社に含めています。
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　　連結子会社

  主要な事 議決権の  資金    設  備

  業の内容 所有割合   の     取引の内容      の

 援助    賃  貸

   百万円       ％     名        名

キョクヨー秋津冷蔵 大阪市     80  冷蔵倉庫業   100   1   転籍 6 なし  当社及び子会社  なし

          株式会社    港   区   兼務 1  の製商品を保管

極洋海運株式会社 東京都    200  海上運送業   100   2   転籍 2 なし  なし

   中央区   出向 3  －
  兼務 2

極洋商事株式会社 東京都     60  水産物・   100   2   転籍 3 なし  当社及び子会社  なし

   中央区  農畜産物   出向 1  の製商品を販売

 等の買付   兼務 1  し、又当社は商

 販売  品を仕入れ

極洋食品株式会社 宮城県    100  冷凍食品   100   2   転籍 4 なし  当社は原料を販  当社は製

   塩釜市  ・チルド  (10.0)   兼務 1  売し、又当社は  造設備を

 食品の製造  製品を仕入れ  賃貸

極洋水産株式会社 静岡県    192  海外まき   100   2   転籍 4 なし  当社は原料を販  当社は製

   志太郡  網漁業・   兼務 1  売し、又当社は  造設備の

  大井川町  冷凍食品  製品を仕入れ  一部を賃貸

 の製造

キョクヨーフーズ 愛媛県     30  冷凍食品   100   －   転籍 3 なし  当社は原料を販

株式会社   北宇和郡  ・チルド   兼務 2  売し、又当社は  なし

      松野町  食品の製造  製品を仕入れ

千米ﾄﾞﾙ

Kyokuyo Seattle    300  水産物の   100   －   兼務 2 なし  当社は商品を販  なし

   America Washington  買付販売  売し、又当社は

      Corporation U.S.A.  商品を仕入れ

（注）

                関    係    内    容

  役員の兼任等

 当社
 役員

   当社
  従業員

-2-

  4.議決権所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

  　(関係会社の状況)

  1.特定子会社に該当するものはありません。

  2.上記連結子会社には、いずれも有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

　3.上記以外に小規模な連結子会社が５社あり、連結子会社の数は合計12社であります。

 名        称  住    所  資本金



2. 経営方針

(1) 経営の基本方針

当社は企業理念として、人間尊重を経営の基本に、健康で心豊かな生活と食文化に貢献し、社会ととも

に成長することを目指しております。そのために水産物を中心に、これに関連する周辺分野を視野に入

れ、総合食品会社として成長することを目指します。また、安心・安全な食品の供給と環境保全を経営の

重点課題とし、そのため全社的な内部統制システムを整備し、企業倫理の徹底、法令の遵守、情報の共有

化を進め、的確な情報開示による透明度の高い事業運営を行い、社会に貢献してまいります。

　主力である水産商事、加工食品事業については、両事業の連携を一層強化し相乗効果を高め、積極的な

事業展開を図ってまいります。また、物流サービス・漁撈などの各事業については、グループ各社が有す

る優位性を最大限に活用し、その成長と安定した収益の確保に努めます。さらに、連結経営を効率的に推

進し、グループ全体の発展を図ってまいります。

(2) 利益配分に関する基本方針

当社は、株主に対する適切な利益還元を経営の重要な課題のひとつと位置づけており、企業体質の強化

及び将来の事業展開に備えるための内部留保の充実と、利益還元のための安定配当の継続を基本方針とし

ております。このような方針のもと、平成18年３月期の配当につきましては、１株当たり５円とする予定

であります。

  なお、会社法施行に伴い配当回数の制限が撤廃されますが、従来どおり期末日を基準とした年１回の配

当を継続し、変更しない予定であります。

(3) 中長期的な会社の経営戦略と目標とする経営指標

当社グループは、平成17年４月から新中期経営計画をスタートし、積極的な事業運営を推進しておりま

す。水産商事事業と加工食品事業の融合を促進するため水産加工部を新設し、水産加工品の取扱いを強化

しました。当期は水産加工部の強化・再編を行い、より効率的な水産加工品の販売体制の確立、加工拠点

の多様化・高度化を進め、特徴ある付加価値商材の拡大に努めます。また、海外における買付、販売体制

強化のため、海外駐在員事務所の拡充・現地法人化、輸出、三国間貿易の推進など積極的な展開を図って

まいります。

　加工食品事業については、販路の拡大と新製品の開発に努め、収益力の向上を図ります。生産面では、

加工拠点を国内と海外に効率的に配置し、稼働率の向上、ローコストオペレーションを推進してまいりま

す。また、工場の衛生・品質管理の徹底を図るとともに、本年より施行される残留農薬などのポジティブ

リスト制に関しても制度に沿った対応をしてまいります。

　国内生産では、高付加価値製品の生産に注力するとともに、顧客のニーズを捉えた商品開発を進めてま

いります。

　海外生産では、今後とも中国、東南アジア等の生産拠点の拡充に努めてまいります。平成17年４月には

タイ・バンコクにおける合弁会社「K&U ENTERPRISE」社を設立し水産物の加工ラインを備えた工場の建設

を開始しました。寿司商材を中心に、日本のほか欧米への製品販売を予定しています。また、同年８月に

はオランダのアムステルダムに駐在員事務所を設置、同年10月には中国青島に現地法人「青島極洋貿易有

限公司」と同社の広州支店を共に設立いたしました。

　物流サービス事業については、冷蔵倉庫事業は、オンラインシステムの導入等により、取引先のニーズ

に的確に応える体制を構築するとともに、営業力の強化、業務の効率化を推進してまいります。冷蔵運搬

船事業は、事業環境に対応した船隊編成と配船を行い、新規航路の開拓に加え、経費の削減、運航効率の

更なる改善に努めます。
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　漁撈事業については、海外まき網船４隻体制のもと、操業の更なる効率化と高付加価値製品の生産に努

めるとともに、販売面ではグループ全体の連携を進め、販路の拡大を図ります。

　管理面については、当社の企業理念、行動指針に基づき内部統制システムを構築し、企業倫理、法令遵

守などのコンプライアンス体制の強化を目指します。また、当社グループが認証取得している環境マネジ

メントシステム「ISO14001」に基づき、環境経営の継続的改善によって、資源の循環型社会の実現に努め

てまいります。

　また、情報システムを積極的に活用し、業務の省力化、物流の合理化とともに、適時なディスクロージ

ャーを推進してまいります。

　以上により、消費者に安心・安全な食品を提供するとともに、グループ全体の連携を強化し、連結経営

を徹底することにより、安定的な収益の確保を図り、財務体質の改善、企業価値の向上に努めます。

　当社グループが重視しております経営指標の当期実績は、売上高経常利益率が2.0％（前期比0.2ポイン

ト減）、総資本経常利益率が4.9％（前期比0.8ポイント減）となり、その向上に努めてまいります。

(4) 関連当事者(親会社等)との関係に関する基本方針

当社は親会社等を有していないため、当項目に記載すべき事項はありません。

　

3. 経営成績及び財政状態

１． 経営成績

(1)概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加などにより景気は堅調に

回復し、更に株式市況の上昇、雇用環境の改善などに伴い、個人消費も穏やかな増加傾向を示しまし

た。

　一方、水産・食品業界におきましては、需要が低迷するなか、企業間の競争も依然として厳しく、

また、食品の安全性についての消費者の関心も引き続き高いものがありました。海外では健康志向の

高まりから水産物の需要が伸張し、国際的な買付競争の結果、買付価格が上昇しました。

　このような状況のもとで、当社グループは消費者に安心・安全な食品の提供を心がけるとともに、

事業基盤の強化と収益の確保を重視し、積極的かつ効率的な運営に努めました。

　以上の結果、当社グループの売上高は1,528億99百万円（前期比0.2％増）、経常利益30億35百万円

（前期比9.6％減）となりました。なお、投資有価証券売却益など特別利益を36百万円、固定資産処

分損など特別損失70百万円を計上した結果、当期純利益は20億７百万円（前期比44.5％増）となりま

した。
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(2）セグメント別の状況

　　　　①水産商事事業　　　

海外からの水産物の買付は、国内の販売環境の悪化のためカニや、鮪、南方魚などの取扱いを絞り

ましたが、カレイなどの北洋凍魚は海外との買付競争が激化するなか、取扱いを増やすことができま

した。

　以上により、この部門の売上高は662億円（前期比0.1％減）、営業利益は11億88百万円（前　

期比3.8％減）となりました。　　　

　②加工食品事業

調理冷凍食品は、海老加工品や畜肉製品などを中心に販売数量を増やすことができましたが、寿司

種商材や骨なし切身などの水産冷凍食品は加工原料の高値推移や国内の販売競争の激化により目標に

は及びませんでした。

　常温食品は、厳しい販売競争のなか、さば、さんま缶などの魚介缶の拡販に努めた結果、所期の目

標を上回りました。

　以上により、この部門の売上高は770億円（前期比0.3％増）、営業利益18億14百万円（前期比

18.8％減）となりました。

　　　　③物流サービス事業

冷蔵倉庫事業は荷動きが低迷するなど厳しい環境にありましたが、事業の効率化・経費の削減に努

めた結果、概ね順調に推移しました。

　冷蔵運搬船事業は、原油価格の高騰により燃料価格が上昇しましたが、堅調な運賃市況を背景に、

事業環境に対応した船隊編成と配船を行うことにより所期の目標を上回りました。

　以上により、この部門の売上高は63億円(前期比1.4％減）、営業利益は4億80百万円(前期比10.2％

増）となりました。

　　　　④漁撈事業

海外まき網事業は、中西部太平洋及び東沖において、かつお・まぐろを対象とした操業を行いまし

た。

　燃料価格は上昇しましたが、かつおの漁獲が好調に推移したことや、経費の削減に努める等事業の

効率的な運営により所期の目標を上回りました。

　以上により、この部門の売上高は31億円(前期比5.9％増）、営業利益94百万円(前期比531.2％増）

となりました。

　

(3)次期の業績予想

次期については、景気は堅調に推移するものと思われますが、水産・食品業界を取り巻く環境は、

企業間の競争激化、原油価格の高騰に伴う物流経費及び包装資材の値上げなど依然として厳しい状況

が継続すると思われます。また、食品の安全性についての消費者の懸念は依然払拭されていません。

　当社グループはかかる状況下、消費者に安心・安全な食品の提供を第一の責務としつつ、業務の拡

大とリスク管理を徹底することにより、安定的な収益を確保し、経営体質を一層強化してまいりま

す。

　次期の連結業績は、売上高1,670億円、経常利益38億円、当期純利益25億円を見込んでおります。
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２． 財政状態

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が続伸しました

が、たな卸資産の増加等の影響により、12億２千６百万円となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは固定資産の取得による支出により、12億１千３百万円の純支出

となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加により２億６千５百万円となりました。

　この結果、現金および現金同等物の期末残高は期首残高より３億３百万円増加し、30億２千９百万円

となりました。

　なお、財政状況指標のトレンドは下記の通りです。

　 　 平成15年３月期平成16年３月期平成17年３月期平成18年３月期

自己資本比率（％） 21.5 23.3 25.2 28.2

時価ベースの自己資本比率（％） 24.6 37.0 42.8 50.7

債務償還年数（年） 5.9 13.1 26.8 23.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ 9.5 4.7 2.1 2.7

※　自己資本比率：自己資本／総資産

　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　１．各指標は、いずれも連結数値の財務数値により計算しています。

　２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しています。

　３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・　　

　　　フローを使用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子

　　　を支払っている全ての負債を対象にしています。また、利払いについては、連結キャッシ

　　　ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。
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３．事業等のリスク

当社グループの経営成績、財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のとおり想定されま

す。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年３月31日）現在において当社

グループが判断したものです。

(1)食品の安全性の問題

　当社グループは消費者に安心・安全な食品の提供を常に心がけ、自社工場及び国内外の提携工場にお

いて徹底した衛生・品質管理に努めています。しかしながら、当社の管理体制でカバーしきれない不測

の製品クレーム等が大量に発生した場合、製品の回収または被害者への賠償等想定外の費用の発生によ

り当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　また原材料及び当社製品の輸入先の国において発生した、食品に関する衛生・品質問題の影響で輸入

禁止措置が発令された場合、原材料の調達及び製品の供給に支障をきたし当社グループの業績と財務状

況に影響を及ぼす可能性があります。

(2)海外加工に潜在するリスク

　当社グループは主に中国、東南アジアでの海外加工を拡充していますが、海外における物流システム

の不備、予期しない法律または規制の変更、テロ、暴動の要因による社会的混乱が、当社グループの業

績とそれらの国々における在庫資産に影響を及ぼす可能性があります。

(3)原油価格の変動

　当社グループは、海外まき網船の操業、冷蔵運搬船の運航等重油を燃料とした事業を行っています。

両事業とも効率的な事業運営を図っていますが、原油価格の高騰はコストの上昇につながり、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4)為替レートの変動

　当社グループは、水産物を中心に原料・製品の輸出入、冷蔵運搬船の運航等為替変動の影響を受ける

事業を行っています。円建て決済、為替予約等によるリスクヘッジで、為替レートの急激な変動による

影響を最小限にとどめる対応を行っていますが、当該リスクを完全に回避する方策はなく、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　一般的には、水産物の外貨建て輸入代金決済においては円安はコスト高に、外貨建て輸出代金決済に

おいては円高は売上収入の減少になります。また、冷蔵運搬船事業においては、円安は燃料代のコスト

高に、円高は運賃収入の減少につながります。

(注）本資料に含まれる業績予想及び将来の予測は、現時点で入手される情報に基づくものであり、潜在的なリス

クや不確実性が含まれています。したがって、実際の業績は、様々な要因により、これらの予想と異なることが

ありますのでご承知おき下さい。
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4. 連結財務諸表等

連結財務諸表

① 連結貸借対照表

　

　 　
前連結会計年度

(平成17年３月31日)

当連結会計年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 2,775 　 　 3,089 　 　 313

　２　受取手形及び売掛金 　 　 17,552 　 　 17,887 　 　 335

　３　たな卸資産 　 　 19,610 　 　 22,088 　 　 2,478

　４　繰延税金資産 　 　 447 　 　 759 　 　 311

　５　その他 　 　 1,370 　 　 1,261 　 　 △109

　　　　　　貸倒引当金 　 　 △101 　 　 △91 　 　 10

　　　　流動資産合計 　 　 41,655 71.2 　 44,995 69.2 　 3,339

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物 ※1,3 　 2,353 　 　 2,411 　 　 57

　　(2) 機械装置及び運搬具 ※1,3 　 741 　 　 668 　 　 △73

　　(3) 船舶 ※1,3 　 3,472 　 　 2,892 　 　 △579

　　(4) 土地 ※３ 　 2,553 　 　 2,556 　 　 3

　　(5) その他 ※１ 　 120 　 　 211 　 　 90

　　(6) 建設仮勘定 　 　 6 　 　 34 　 　 27

　　　　有形固定資産合計 　 　 9,249 15.8 　 8,774 13.5 　 △474

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　その他 　 　 261 　 　 445 　 　 184

　　　　無形固定資産合計 　 　 261 0.4 　 445 0.7 　 184

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※2,3 　 6,096 　 　 9,611 　 　 3,514

　　(2) 繰延税金資産 　 　 578 　 　 586 　 　 7

　　(3) その他 　 　 754 　 　 675 　 　 △79

　　　　　　貸倒引当金 　 　 △88 　 　 △38 　 　 50

　　　　投資その他の資産合計 　 　 7,340 12.6 　 10,834 16.6 　 3,493

　　　　固定資産合計 　 　 16,851 28.8 　 20,054 30.8 　 3,203

　　　資産合計 　 　 58,506 100.0 　 65,049 100.0 　 6,543

　

― 8 ―



　
　 　

前連結会計年度

(平成17年３月31日)

当連結会計年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び買掛金 　 　 7,453 　 　 8,742 　 　 1,289

　２　短期借入金 ※３ 　 22,581 　 　 24,963 　 　 2,382

　３　未払法人税等 　 　 849 　 　 697 　 　 △151

　４　賞与引当金 　 　 570 　 　 593 　 　 23

　５　繰延税金負債 　 　 0 　 　 ― 　 　 △0

　６　その他 　 　 4,165 　 　 4,003 　 　 △161

　　　　流動負債合計 　 　 35,621 60.9 　 39,002 60.0 　 3,380

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※３ 　 4,344 　 　 2,597 　 　 △1,746

　２　繰延税金負債 　 　 101 　 　 1,421 　 　 1,319

　３　退職給付引当金 　 　 1,408 　 　 1,612 　 　 204

　４　特別修繕引当金 　 　 42 　 　 64 　 　 22

　５　役員退職慰労引当金 　 　 350 　 　 422 　 　 71

　６　長期未払金 　 　 1,878 　 　 1,446 　 　 △432

　７　連結調整勘定 　 　 14 　 　 4 　 　 △9

　　　　固定負債合計 　 　 8,140 13.9 　 7,569 11.6 　 △570

　　　負債合計 　 　 43,762 74.8 　 46,571 71.6 　 2,809

(少数株主持分) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　少数株主持分 　 　 23 0.0 　 106 0.2 　 83

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※４ 　 5,664 9.7 　 5,664 　 　 ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 742 1.3 　 743 　 　 0

Ⅲ　利益剰余金 　 　 7,272 12.4 　 8,712 　 　 1,439

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 1,412 2.4 　 3,509 　 　 2,096

Ⅴ　為替換算調整勘定 　 　 △2 △0.0 　 8 　 　 11

Ⅵ　自己株式 ※５ 　 △368 △0.6 　 △267 　 　 101

　　　資本合計 　 　 14,720 25.2 　 18,370 28.2 　 3,649

　　　負債、少数株主持分

　　　及び資本合計
　 　 58,506 100.0 　 65,049 100.0 　 6,543
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② 連結損益計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 152,638 100.0 　 152,899 100.0 　 261

Ⅱ　売上原価 ※1,4 　 135,274 88.6 　 135,913 88.9 　 638

　　　売上総利益 　 　 17,363 11.4 　 16,986 11.1 　 △377

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　販売費 ※２ 9,680 　 　 9,661 　 　 △19 　

　２　一般管理費 ※3,4 4,021 13,702 9.0 4,041 13,702 9.0 19 0

　　　営業利益 　 　 3,660 2.4 　 3,283 2.1 　 △377

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 22 　 　 23 　 　 0 　

　２　受取配当金 　 53 　 　 69 　 　 16 　

　３　外国為替差益 　 53 　 　 18 　 　 △35 　

　４　その他の営業外収益 　 124 253 0.2 134 245 0.2 10 △8

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 528 　 　 474 　 　 △53 　

　２　その他の営業外費用 　 30 559 0.4 18 493 0.3 △11 △65

　　　経常利益 　 　 3,355 2.2 　 3,035 2.0 　 △320

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分益 ※５ 3 　 　 0 　 　 △3 　

　２　投資有価証券売却益 　 303 　 　 19 　 　 △283 　

　３　貸倒引当金戻入差益 　 34 　 　 16 　 　 △17 　

　４　ゴルフ会員権売却益 　 4 345 0.2 ― 36 0.0 △4 △308

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分損 ※６ 28 　 　 14 　 　 △14 　

　２　電話加入権評価損 　 ― 　 　 25 　 　 25 　

　３　子会社転籍退職金 　 ― 　 　 16 　 　 16 　

　４　ゴルフ会員権評価損 　 18 　 　 4 　 　 △14 　

　５　投資有価証券売却損 　 ― 　 　 4 　 　 4 　

　６　投資有価証券評価損 　 11 　 　 3 　 　 △8 　

　７　減損損失 ※７ 681 　 　 ― 　 　 △681 　

　８　関係会社株式売却損 　 12 　 　 ― 　 　 △12 　

　９　その他 　 ― 752 0.5 2 70 0.0 2 △681

　　　税金等調整前

　　　当期純利益
　 　 2,948 1.9 　 3,000 2.0 　 52

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 1,422 　 　 1,393 　 　 △28 　

　　　法人税等調整額 　 136 1,559 1.0 △397 996 0.7 △534 △563

　　　少数株主利益（△損失） 　 　 △0 △0.0 　 △2 △0.0 　 △2

　　　当期純利益 　 　 1,388 0.9 　 2,007 1.3 　 618
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③ 連結剰余金計算書

　

　 　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 742 　 742 　 △0

Ⅱ　資本剰余金増加高 　 　 　 　 　 　 　

　　　自己株式処分差益 　 ― ― 0 0 0 0

Ⅲ　資本剰余金減少高 　 　 　 　 　 　 　

　　　自己株式処分差損 　 0 0 ― ― △0 △0

Ⅳ　資本剰余金期末残高 　 　 742 　 743 　 0

　 　 　 　 　 　 　 　

(利益剰余金の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 6,378 　 7,272 　 894

Ⅱ　利益剰余金増加高 　 　 　 　 　 　 　

　　　当期純利益 　 1,388 1,388 2,007 2,007 618 618

Ⅲ　利益剰余金減少高 　 　 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 425 　 535 　 109 　

　２　取締役賞与金 　 30 　 32 　 2 　

　３　自己株式処分差損 　 1 　 ― 　 △1 　

　４　子会社の減少に伴う
　　　利益剰余金減少高

　 36 494 ― 567 △36 72

Ⅳ　利益剰余金期末残高 　 　 7,272 　 8,712 　 1,439
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④ 連結キャッシュ・フロー計算書

　
　

　 　

前連結会計年度

(自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　　税金等調整前当期純利益 　 2,948 3,000 52

　　　　減価償却費 　 1,198 1,150 △47

　　　　減損損失 　 681 ― △681

　　　　貸倒引当金の減少額 　 △ 31 △60 △29

　　　　賞与引当金の増加額 　 3 23 19

　　　　退職給付引当金の増減額 　 △ 5 204 210

　　　　特別修繕引当金の増加額 　 1 22 20

　　　　役員退職慰労引当金の増減額 　 △ 178 71 250

　　　　受取利息及び受取配当金 　 △ 76 △89 △13

　　　　支払利息 　 528 474 △53

　　　　投資有価証券評価損 　 11 7 △3

　　　　投資有価証券売却益 　 △ 303 △19 283

　　　　投資有価証券売却損 　 ― 4 4

　　　　関係会社株式売却損 　 12 ― △12

　　　　固定資産処分益 　 △ 3 △0 3

　　　　固定資産処分損 　 24 10 △13

　　　　電話加入権評価損 　 ― 25 25

　　　　売上債権の増加額 　 △ 844 △335 509

　　　　その他債権の増加額 　 △ 175 △253 △78

　　　　たな卸資産の増加額 　 △ 1,255 △2,476 △1,221

　　　　その他の投資減少額 　 31 83 52

　　　　仕入債務の増加額 　 465 1,286 821

　　　　その他 　 △ 81 2 84

小計 　 2,952 3,135 183

　　　　利息及び配当金の受取額 　 75 88 12

　　　　利息の支払額 　 △ 512 △455 57

　　　　法人税等の支払額 　 △ 1,428 △1,542 △114

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 1,087 1,226 138

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　　固定資産の取得による支出 　 △ 1,036 △1,165 △128

　　　　固定資産の売却による収入 　 5 4 △0

　　　　投資有価証券の取得による支出 　 △ 239 △448 △209

　　　　投資有価証券の売却等による収入 　 856 410 △445

　　　　関係会社株式の売却による収入 　 70 ― △70

　　　　貸付けによる支出 　 △ 27 △17 10

　　　　貸付金の回収による収入 　 52 12 △39

　　　　その他 　 45 △10 △55

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △ 273 △1,213 △940
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前連結会計年度

(自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　　短期借入金の純増減額 　 △ 3,990 2,697 6,688

　　　　長期借入れによる収入 　 4,000 181 △3,818

　　　　長期借入金の返済による支出 　 △ 978 △2,243 △1,264

　　　　自己株式の取得・売却による

　　　　純収支額
　 92 102 9

　　　　配当金の支払額 　 △ 425 △535 △109

　　　　少数株主からの出資による収入 　 ― 84 84

　　　　その他 　 △ 30 △20 9

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △ 1,333 265 1,599

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △ 0 25 25

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 △ 519 303 823

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 3,359 2,725 △633

Ⅶ　連結除外による現金及び現金同等物

　　減少高
　 △ 113 ― 113

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 　 2,725 3,029 303
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　

連結子会社の数　11社

当社は子会社の全てを連結範囲に含

めております。

  なお、Kyokuyo  Shipping  Panama

S.A.については、当連結会計年度にお

いて新たに設立出資したことにより、

当連結会計年度より連結子会社に含め

ることとし、従来連結子会社であった

インテグレート・システム㈱について

は、株式の一部売却により関連会社と

なったため、当連結会計年度より連結

の範囲から除外しております。

連結子会社の数　12社

当社は子会社の全てを連結範囲に含

めております。

　なお、当連結会計年度において設立

出資したK&U Enterprise Co.,Ltd及び

青島極洋貿易有限公司を新たに連結範

囲に含め、また、従来連結子会社であ

った㈱八戸シーフードは、平成18年3月

20日で清算結了しております。

２　持分法の適用に関する事

項

持分法適用の非連結子会社はありま

せん。

　持分法を適用していない関連会社であ

る共同船舶㈱及びインテグレート・シス

テム㈱２社に対する投資については、そ

れぞれ連結純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

　　 同左

　

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、Kyokuyo America

Corporationの決算日は12月末日であり

ます。

　連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を記載し、連結決

算日までに生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行なっており

ます。

　連結子会社のうち、

Kyokuyo  America  Corporation、K&U

Enterprise Co.,Ltd、青島極洋貿易有

限公司の3社の決算日は12月末日であり

ます。

　連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を記載し、連結決

算日までに生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行なっており

ます。

４　会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　 　

　　①有価証券 満期保有目的の債券

　　償却原価法(定額法)によっており

ます。

満期保有目的の債券

　　　 同左

　 その他有価証券

　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法によっております。(評価差額

は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定

しております。)

　時価のないもの

移動平均法による原価法によって

おります。

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　 同左

　

　

　

　

時価のないもの

　　　 同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　　②デリバティブ 時価法によっております。 　　　 同左

　　③たな卸資産 　 　

　　　　商品 　総平均法による低価法によっており

ます。

　　　 同左

　　　　製品 　売価還元法による低価法によってお

ります。

　　　 同左

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　 　

　　①有形固定資産 全ての建物、親会社の賃貸事業用資産

及び在外連結子会社は定額法によって

おります。また、物流サービス事業の

船舶は定額法によっております。その

他は定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　13年～31年

機械装置及び運搬具　６年～13年

船　　　舶　　　　　３年～20年

　　　 同左

　

　

　

　

　　②無形固定資産 　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

　　　 同左

　(3) 重要な引当金の計上基

準

　 　

　　①貸倒引当金 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率による計算額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能

性を検討し回収不能見込額を計上して

おります。

　　　 同左

　　②賞与引当金 　従業員の賞与の支出に備えるため、

親会社及び国内連結子会社は、支給見

込額に基づき計上しております。

　　　 同左

　

　　③退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　会計基準変更時差異(3,949百万円)は

15年による均等額を費用処理しており

ます。

　数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。

　　　 同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　　④特別修繕引当金 　船舶の特別修繕に要する費用の支出

に備えるため、将来の修繕見積額に基

づき計上しております。

　　　 同左

　　⑤役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末要

支給額を計上しております。

　　　 同左

　(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。

　なお、在外子会社の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定に含めて

計上しております。

　　　 同左

　(5) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方式に準じた会計処理

によっております。

　　　 同左

　(6) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約及び通貨オプション

については、振当処理によっており

ます。また、金利スワップ取引のう

ち、特例処理の対象となる取引につ

いては、当該特例処理を適用してお

ります。

①ヘッジ会計の方法

　　 同左

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約取引、通貨オ

プション取引及び金利

スワップ取引

ヘッジ対象　外貨建金銭債権債務及

び借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　  同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 ③ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利変動リス

クを回避する目的で、為替予約取引

通貨オプション取引及び金利スワッ

プ取引を利用しております。

③ヘッジ方針

　   同左

　 ④ヘッジ有効性評価の方法

　既に経過した期間についてのヘッ

ジ対象とヘッジ手段との時価または

キャッシュ・フロー変動額を比較す

る方法によっております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　　　 同左

　(7) 消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

　　　 同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

　　　 同左

６　連結調整勘定の償却に関

する事項

　連結調整勘定の償却は５年間の均等

償却を行っております。

　　　 同左

７　利益処分項目等の取扱い

に関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作成

しております。

　　　 同左

８　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限が

到来する短期投資からなっております。

　　　 同左
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会計処理の変更

　

項目
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

固定資産の減損に係る会計

基準

当連結会計年度より「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成15年10月31日　企業会計

基準適用指針第６号）を適用しており

ます。

これにより税金等調整前当期純利益

が 681百万円減少しております。

なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき、

当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

 　　　―――――――
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度

(平成17年３月31日)
当連結会計年度

(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額 6,928百万円 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 7,894百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対する資産及び負債

は次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 104百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対する資産及び負債

は次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 104百万円

※３ 担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 588百万円

機械装置及び運搬具 334

船舶 897

土地 817

投資有価証券 3,344

　　　計 5,981

上記資産のうち漁業財団を組成しているもの

は、船舶897百万円であります。

　

※３ 担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 564百万円

機械装置及び運搬具 283

船舶 705

土地 817

投資有価証券 6,299

　　　計 8,670

上記資産のうち漁業財団を組成しているもの

は、船舶705百万円であります。

　

　 　担保設定の原因となる債務

短期借入金 500百万円

一年以内に返済する長期借入金 1,866

長期借入金 4,167

　　　計 6,533

　

　 　担保設定の原因となる債務

短期借入金 750百万円

一年以内に返済する長期借入金 1,712

長期借入金 2,597

　　　計 5,059

　

　 　内、漁業財団抵当の設定原因となる債務

一年以内に返済する長期借入金 126百万円

長期借入金 883

　　　計 1,010

　 　内、漁業財団抵当の設定原因となる債務

一年以内に返済する長期借入金 126百万円

長期借入金 757

　　　計 883

※４ 発行済株式総数　　 普通株式　109,282,837株 ※４ 発行済株式総数　　 普通株式　109,282,837株

※５ 自己株式の保有数　 普通株式　　2,244,635株 ※５ 自己株式の保有数　 普通株式　　1,622,762株
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１ 　低価法による商製品の評価減は売上原価に算入

されており、その金額は75百万円であります。

※１ 　低価法による商製品の評価減は売上原価に算入

されており、その金額は82百万円であります。

※２ 販売費のうち主要な費目

保管料 1,483百万円

発送及び配達費 2,646

販売員給与手当 1,789

賞与引当金繰入額 272

退職給付費用 564

※２ 販売費のうち主要な費目

保管料 1,528百万円

発送及び配達費 2,494

販売員給与手当 1,841

賞与引当金繰入額 290

退職給付費用 531

※３ 一般管理費のうち主要な費目

事務員給与手当 1,132百万円

賞与引当金繰入額 167

退職給付費用 259

役員退職慰労引当金繰入額 93

※３ 一般管理費のうち主要な費目

事務員給与手当 1,140百万円

賞与引当金繰入額 169

退職給付費用 246

役員退職慰労引当金繰入額 95

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含ま
れる研究開発費

201百万円 ※４ 一般管理費及び当期製造費用に含ま
れる研究開発費

193百万円

※５ 固定資産処分益の主なものは、まき網船（漁艇

含む）の売却益 2百万円他であります。

※５ 固定資産処分益の主なものは、器具及び運搬具

の売却益　0百万円他であります。

※６ 固定資産処分損の主なものは、機械装置及び運

搬具の除却損12百万円他であります。

※６ 固定資産処分損の主なものは、建物及び構築物

の除却損　6百万円他であります。

※７ 当連結会計年度において、当社グループは以下
の資産グループについて減損損失を計上しており
ます。

場所 用途 種類 金額

銀座４丁目用地他

全５件

（東京都中央区銀

座４丁目他）

遊休資産 土地 681百万円

当社グループは、減損損失の算定に当たり、他
の資産又は資産グループのキャッシュ・フローか
ら概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最
小の単位によって資産のグループ化を行っており
ます。
当連結会計年度において、帳簿価額に対し著し

く時価が下落している遊休土地について、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失（ 681百万円）として特別損失に計上してお
ります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、土地については不動

産鑑定評価またはそれに準ずる方法により評価し

ております。

※７ 　　　　　　　―――――――

　

― 20 ―



(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 2,775百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △50

現金及び現金同等物 2,725

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 3,089百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60

現金及び現金同等物 3,029
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セグメント情報

１　事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自平成16年4月1日　至平成17年3月31日)

　

　
水産商事
(百万円)

加工食品
(百万円)

物流
サービス
(百万円)

漁撈
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対す
　　　る売上高

79,098 64,023 6,448 2,955 113 152,638 ― 152,638

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

21,103 4,872 1,077 0 688 27,742 (27,742) ―

計 100,201 68,895 7,525 2,956 801 180,380 (27,742) 152,638

　　営業費用 98,725 66,901 7,089 2,941 737 176,395 (27,417) 148,977

　　営業利益 1,476 1,993 435 15 64 3,985 (324) 3,660

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的

支出
　 　 　 　 　 　 　 　

　　資産 23,333 18,163 4,706 1,495 4,324 52,023 6,483 58,506

　　減価償却費 8 105 423 404 175 1,117 85 1,202

　　減損損失 ― ― ― ― ― ― 681 681

　　資本的支出 10 366 110 57 55 600 114 714

　

当連結会計年度(自平成17年4月1日　至平成18年3月31日)

　

　
水産商事
(百万円)

加工食品
(百万円)

物流
サービス
(百万円)

漁撈
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対す
　　　る売上高

66,275 77,017 6,357 3,128 121 152,899 ― 152,899

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

18,084 6,254 1,026 ― 643 26,009 (　26,009) ―

計 84,359 83,271 7,383 3,128 765 178,909 (　26,009) 152,899

　　営業費用 83,171 81,457 6,903 3,033 678 175,243 (　25,626) 149,616

　　営業利益 1,188 1,814 480 94 87 3,665 ( 　　382) 3,283

Ⅱ　資産、減価償却費
　　及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　 　

　　資産 20,054 25,461 4,494 1,851 3,899 55,761 9,287 65,049

　　減価償却費 11 152 425 299 155 1,045 109 1,154

　　資本的支出 20 141 42 63 249 516 393 910
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(注) １　事業区分の方法

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の事業内容及び主要製品
　

事業区分 事業の内容 主要製品

(1) 水産商事 水産物の買付・販売 冷凍魚介類

(2) 加工食品 冷凍食品の製造、買付販売及び

缶詰等の加工食品の販売

冷凍食品、缶詰

(3) 物流サービス 冷蔵倉庫業及び海上運送業 　

(4) 漁撈 水産物の漁獲 冷凍かつお、まぐろ

(5) その他 保険代理店業等 　

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度329百万円、当連

結会計年度380百万円であります。その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度8,719百万円、当連結会計年度

12,693百万円であります。その主なものは親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価

証券)及び管理部門に係る資産等であります。

５　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。

６　前連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を

適用しております。この変更に伴い、前連結会計年度の全社資産の金額は、従来の方法によった場合に比べ、

681百万円少なく計上されております。

７　当社は付加価値を高めた水産物の取扱拡大を進めてきており、当連結会計年度の組織改正により、加工食品部

門に区分する水産加工部を当社本社内に設置し、水産加工品の一層の規模拡大を図ることとしました。このこ

とにより、前連結会計年度まで水産商事部門で集計していた当社の南方魚・北洋魚販売事業は、主要取扱品が

水産加工品であることから水産加工部の所管とし、当連結会計年度は加工食品部門で集計しております。

これにより、当連結会計年度の水産商事部門の外部顧客に対する売上高は12,748百万円、セグメント間の内部

売上高は400百万円、営業利益は86百万円それぞれ減少しております。一方、加工食品部門の外部顧客に対す

る売上高は12,748百万円、セグメント間の内部売上高は123百万円、営業利益は86百万円それぞれ増加してお

ります。なお、前連結会計年度において当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情

報は次のとおりであります。

　

前連結会計年度(自平成16年4月1日　至平成17年3月31日)

　　

　

水産商事
(百万円)

加工食品
(百万円)

物流
サービス
(百万円)

漁撈
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する　
　　　　売上高

66,370 76,750 6,448 2,955 113 152,638 － 152,638
  (2) セグメント間の　
      内部売上高又は
      振替高

17,438 4,875 1,077 0 688 24,080 ( 24,080)     　－

計 83,809 81,625 7,525 2,956 801 176,718 ( 24,080) 152,638

　　営業費用 82,573 79,391 7,089 2,941 737 172,732 ( 23,755) 148,977

　　営業利益 1,236 2,233 435 15 64 3,985 (   324) 3,660
Ⅱ　資産、減価償却費、

減損損失及び資本的
支出 　 　 　 　 　 　 　 　

　　資産 20,203 21,293 4,706 1,495 4,324 52,023 6,483 58,506

　　減価償却費 8 105 423 404 175 1,117 85 1,202

　　減損損失 － － － － － － 681 681

　　資本的支出 10 366 110 57 55 600 114 714

― 23 ―



２　所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自平成16年4月1日　至平成17年3月31日)及び当連結会計年度(自平成17年4月1日　

至平成18年3月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いず

れも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

３　海外売上高

前連結会計年度(自平成16年4月1日　至平成17年3月31日)及び当連結会計年度(自平成17年4月1日　

至平成18年3月31日)

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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リース取引関係

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

52 34 18

その他
(器具備品)

175 103 71

その他
(無形固定資産)

31 22 9

合計 259 160 99

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

45 27 17

その他
(器具備品)

163 103 60

その他
(無形固定資産)

14 9 4

合計 223 140 82

　②未経過リース料期末残高相当額

　　１年内 46百万円

　　１年超 56

　　合　計 102

　②未経過リース料期末残高相当額

　　１年内 37百万円

　　１年超 47

　　合　計 84

　③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　支払リース料 62百万円

　減価償却費相当額 57

　支払利息相当額 3

　③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　支払リース料 51百万円

　減価償却費相当額 47

　支払利息相当額 2

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

　⑤支払利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　⑤支払利息相当額の算定方法

　　　同左

２　オペレーティング・リース取引

　　　該当事項はありません。

２　オペレーティング・リース取引

　　　同左

　

関連当事者との取引

前連結会計年度(自平成16年４月１日　至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４月

１日　至平成18年３月31日)

　該当事項はありません。
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税効果会計関係

前連結会計年度末
(平成17年３月31日)

当連結会計年度末
(平成18年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　別内訳

　（繰延税金資産）

固定資産未実現利益 466百万円

退職給付引当金 521

確定拠出年金移換金未払額 133

賞与引当金 228

商製品評価損 60

役員退職慰労引当金 140

減損損失累計額 272

その他 315

繰延税金資産小計 2,139

評価性引当額 △272

繰延税金資産合計 1,866

　 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 941百万円

その他 0

繰延税金負債合計 942

　 　

繰延税金資産の純額 924

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　別内訳

　（繰延税金資産）

固定資産未実現利益 466百万円

退職給付引当金 642

確定拠出年金移換金未払額 64

賞与引当金 237

商製品評価損 67

役員退職慰労引当金 169

減損損失累計額 272

その他 352

繰延税金資産小計 2,274

評価性引当額 △10

繰延税金資産合計 2,263

　 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 2,339百万円

その他 0

繰延税金負債合計 2,339

　 　

繰延税金資産の純額 △75

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 447百万円

固定資産―繰延税金資産 578

流動負債―繰延税金負債 △0

固定負債―繰延税金負債 △101

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 759百万円

固定資産―繰延税金資産 586

流動負債―繰延税金負債 ―

固定負債―繰延税金負債 △1,421

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

　法定実効税率 40.7 ％

（調整） 　

交際費等永久に損金に　　　　　　
算入されない項目

2.3

受取配当金等永久に益金に　　　　
算入されない項目

△0.1

住民税均等割額 1.0

評価性引当額 9.4

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.9

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

　法定実効税率 40.7 ％

（調整） 　

交際費等永久に損金に　　　　　　
算入されない項目

2.1

受取配当金等永久に益金に　　　　
算入されない項目

△0.1

住民税均等割額 1.0

評価性引当額 △8.9

その他 △1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2
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有価証券関係

前連結会計年度(平成17年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 2,881 5,246 2,365

その他 ― ― ―

　小　計 2,881 5,246 2,365

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 120 109 △10

その他 ― ― ―

　小　計 120 109 △10

　合　計 3,001 5,356 2,354

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月１日　至平成17年３月31日)

売却額 売却益の合計 売却損の合計

636百万円 303百万円 ―百万円

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

　　　　　　種　　　類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
満期保有目的の債券
　　割引金融債

　　　　
219

小　　　計 219

その他有価証券
　　非上場株式
　　非上場優先出資証券

　　　　　
215
200

小　　　計 415

合　　　計 635

　

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

割引金融債 174 44 ― ―

　　合　計 174 44 ― ―
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当連結会計年度(平成18年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 3,209 9,066 5,856

その他 ― ― ―

　小　計 3,209 9,066 5,856

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 51 43 △7

その他 ― ― ―

　小　計 51 43 △7

　合　計 3,260 9,109 5,849

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)

売却額 売却益の合計 売却損の合計

225百万円 19百万円 4百万円

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

　　　　　　種　　　類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
満期保有目的の債券
　　割引金融債

　
219

小　　　計 219

その他有価証券
　　非上場株式
　　非上場優先出資証券

　
177
―

小　　　計 177

合　　　計 397

　

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

割引金融債 219 ― ― ―

　　合　計 219 ― ― ―
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デリバティブ取引関係

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　取引の状況に関する事項 １　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容

　　 　 為替予約取引、通貨オプション取引及び金利スワ

ップ取引であります。

　(1) 取引の内容

　　　　　　同左

(2) 取引に対する取組方針
通貨関連は外貨建金銭債権債務の範囲内、金利

関連は実取引に限定して取り扱うこととしており
ます。

　

(2) 取引に対する取組方針
　　同左
　

(3) 取引の利用目的

為替変動リスクの回避と借入金の金利変動リス

クの回避を目的としてデリバティブ取引を利用し

ております。

　

(3) 取引の利用目的

　　同左

　

(4) 取引に係るリスクの内容

当社が利用しているデリバティブ取引は、為替

相場変動によるリスク及び市場金利の変動による

リスクを有しております。

なお、当社のこの取引の契約先は信用のある国

内銀行であるため、信用のリスクはほとんどない

と認識しております。

　

(4) 取引に係るリスクの内容

　　同左

　

(5) 取引に係るリスクの管理体制

為替予約取引及び通貨オプション取引は、事業

部門の依頼に基づき、また金利スワップ取引は借

入金金利率の変動予測に基づき、経理部財務課が

取引の実行及び管理を行っております。

その取引範囲等を定めた社内管理規定の準拠性

について、経理部主計課が検証しております。

　

(5) 取引に係るリスクの管理体制

　　同左

　

(6) 「取引の時価等に関する事項」の補足説明

①為替予約取引のうち、期末に外貨建金銭債権債

務に振当てたことにより、当該金銭債権債務の

換算を通じて財務諸表に計上されているものは、

時価等の開示の対象に含まれておりません。

(6) 「取引の時価等に関する事項」の補足説明

①　　同左

②通貨オプション取引の会計処理については、外

貨建金銭債権債務に付された買建オプションに

ついて、権利行使が確実と見込まれる場合には、

上記(6)①の為替予約取引と同様の処理を行うこ

ととしております。

②　　同左

　

　

　

③金利スワップ取引は、ヘッジ会計の要件を満た

しており、想定元本、利息受払条件、契約期間

が対象となる負債と同一のため時価等の開示の

対象に含まれておりません。

　

③　　同左

２　取引の時価に関する事項

該当事項はありません。

なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っ

ておりますが、いずれもヘッジ会計を適用してお

りますので注記の対象から除いております。

２　取引の時価に関する事項

　　　同左
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退職給付関係

　

１　採用している退職給付制度の概要

前連結会計年度

（平成17年3月31日）

　 当連結会計年度

（平成18年3月31日）

　 　
　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と
して厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職
一時金制度を設けております。
　当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社にお
いて、退職一時金制度について９社が、確定拠出年
金制度については１社が、厚生年金基金制度につい
ては２社が、適格退職年金制度については１社が有
しております。

　 　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と
して厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職
一時金制度を設けております。
　当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社にお
いて、退職一時金制度について8社が、確定拠出年
金制度については2社が、厚生年金基金制度につい
ては2社が、適格退職年金制度については1社が有し
ております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　 前連結会計年度

（平成17年3月31日）

当連結会計年度

（平成18年3月31日）

イ　退職給付債務 △9,972 百万円 △10,973 百万円

ロ　年金資産 4,310 5,466

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ)

ニ　会計基準変更時差異の未処理額

ホ　未認識数理計算上の差異

ヘ　未認識過去勤務債務

△5,662

2,633

1,620

―

△5,507

2,369

1,524

―

ト　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

チ　前払年金費用

△1,408

―

△1,612

―

リ　退職給付引当金(ト－チ) △1,408 △1,612

―

　

前連結会計年度

（平成17年３月31日）

　 当連結会計年度

（平成18年３月31日）

　 　
（注）１.厚生年金基金の代行部分を含めて記載

しております。
２.国内連結子会社は退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。
　

　 （注）１.　同　　　左
　

　　　２.　同　　　左
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３　退職給付費用に関する事項

　 前連結会計年度
(自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

イ　勤務費用 266 百万円 333 百万円

ロ　利息費用 253 215

ハ　期待運用収益 △160 △172

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 263 263

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 221 227

ヘ　過去勤務債務の費用処理額 ― ―

ト　退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 844 868

　

前連結会計年度

（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）

　 当連結会計年度

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）

　 　
（注）１.厚生年金基金に対する従業員拠出額を

控除しております。
（注）１.　同　　　左

２.簡便法を適用している連結子会社の退
職給付費用は、「イ　勤務費用」に計
上しております。

　　　２.　同　　　左

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　 前連結会計年度
(自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

イ　退職給付見込額の期間配分方法 　期間定額基準 　同　左

ロ　割引率 　2.5％ 　2.0％

ハ　期待運用収益率 　4.0％ 　同　左

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 　― 　―

ホ　数理計算上の差異の処理年数 　10年

　各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

　同　左

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数 　15年 　同　左
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１株当たり情報

　

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 137.23円

　

１株当たり純資産額 170.24円

　

１株当たり当期純利益金額 12.73円

　

１株当たり当期純利益金額 18.31円

　
潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額

12.49円

　

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額

18.08円

　
１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎

当期純利益 1,388百万円

普通株主に帰属しない金額 32百万円

（うち利益処分による取締役賞与金） 32百万円

普通株式に係る当期純利益 1,356百万円

普通株式の期中平均株式数 106,583千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に用いられた普通株式増加数の
主要な内訳

　

新株予約権
2,022千株

　 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

　

―　

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎

当期純利益 2,007百万円

普通株主に帰属しない金額 42百万円

（うち利益処分による取締役賞与金） 42百万円

普通株式に係る当期純利益 1,964百万円

普通株式の期中平均株式数 107,320千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に用いられた普通株式増加数の
主要な内訳

　

新株予約権
1,349千株

　 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

　

―　

　

　

重要な後発事象

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
  至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

　

　　　　　　　　　　―――――――

　

　当社は、資産の流動化を目的とし、平成18年４月６日

付けにて以下の所有不動産につき、売買契約を締結いた

しました。

　 　１．譲渡先の名称　株式会社ミヤビエステックス

　 　２．譲渡資産の内容　土地272.62㎡
　　　　（東京都中央区銀座四丁目203番）
 ３. 譲渡の時期      平成18年６月30日（予定）
 ４．譲渡価格　　　　1,215百万円

　 　尚、当該固定資産の譲渡に伴い諸経費控除後約830百万

円の固定資産売却益を特別利益として計上する見込みで

す。
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5. 生産、受注及び販売の状況

(1) 生産・仕入実績

当連結会計年度における生産・仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比(％)

　 　 　

水　産　商  事 80,808 10.3

　 　 　

  加  工  食  品  47,836 △ 9.6

　 　 　

物 流 サービス － －

　 　 　

漁          撈 2,732 0.3

　 　 　

そ    の    他 － －

　 　 　

合    計 131,377 2.0

（注）　１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　　３　前年同期比（％）の割合は、前連結会計年度の実績を当連結会計年度の事業区分に

　　　　　　　よって算出した金額に基づいております。

(2) 受注状況

受注生産は行っておりません。

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比(％)

　 　 　

水　産　商  事 66,275 △ 0.1

　 　 　

  加  工  食  品  77,017 0.3

　 　 　

物 流 サービス 6,357 △ 1.4

　 　 　

漁          撈 3,128 5.9

　 　 　

そ    の    他 121 7.3

　 　 　

合    計 152,899 0.2

（注）　１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　　３　前年同期比（％）の割合は、前連結会計年度の実績を当連結会計年度の事業区分に

　　　　　　　よって算出した金額に基づいております。
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